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【要旨】 
落石等の道路斜面災害は人命に直接関わるとともに、道路網の寸断によって地域生活に多大な影響を与えるこ

とから、落石災害を防止する適切な対策の実施が求められている。本研究では、規模の大きな落石への対策工の

ひとつである土質系落石防護施設を対象に、現在の設計の考え方や新工法の概要等を整理することによって性能

設計の確立に向けた課題を明確にした。また、一般的な土質材料を用いた落石防護土堤・溝の基本性能を確認す

ることを目的に、小型模型や実規模模型を用いた載荷実験を実施し、土質材料や法面勾配等の違いが土提の落石

補足性能に及ぼす影響、溝の緩衝効果、土提が捕捉できる落石エネルギー等を確認した。さらに、数値解析によ

る性能照査技術の確立に向けて、個別要素法による土提の破壊挙動に関する再現解析を行うことで、解析精度向

上のための課題を示した。 
キーワード：落石防護施設、落石防護土堤・溝、個別要素法 
 
 
1.  はじめに 
落石の発生は人命に直接関わるとともに、道路網の

寸断によって地域生活に大きな影響を与える。このた

め、落石等による災害を防止する適切な対策の実施が

求められる。土質系落石防護施設は、規模の大きな落

石への対策工のひとつであり、写真-1に示すような一

般的な土質材料を使用した落石防護土提・溝は、現場

発生土が利用可能で、現場条件によっては施工も容易

なことから、擁壁や防護柵等の他の対策工に比べて、

経済的な対策となりうる場合もある。 
道路管理のために設置される土質系落石防護施設は、

日本道路協会の落石対策便覧 1)や道路土工指針 2)等を

参考に設計が行われ、現場適用されてきた。落石対策

便覧に示される落石防護工の選定においては、エネル

ギーが大きく、跳躍高が小さいと予想される落石に対

して、落石防護土堤が選定されることとされている。

しかしながら、落石衝突時の土提や溝のエネルギー吸

収や消散のメカニズムは明らかにされていないため、

落石補足性能等を具体的に照査する手法は確立されて

いない。近年、補強土等を活用した新工法の開発や現

場適用も進められているが、一般的な土質材料による

落石防護土提・溝の諸性能が不明なことから、性能比

較等も困難な状況にある。 
本研究では、土質系落石防護施設の性能設計の確立

に向けた基礎研究として、既往の設計の考え方や新工

法の概要等を整理するとともに、一般的な土質材料で

構成された落石防護土提・溝の基本性能を確認するた

めの実験的検証を行った。また、数値解析による性能

照査技術の確立に向けて、個別要素法による模型実験

の再現解析を実施し、解析精度向上のための課題の抽

出を行った。 
 
2.  土質系落石防護施設の設計・施工上の課題 
落石対策便覧 1)には、落石防護土堤・溝の設計の考

え方として次の 3 つが示されている。①落石を溝底面

や土堤背後の平坦地または溝や土堤の法面で反復バウ

ンドさせ、エネルギーを吸収・消散させる。②落石の

 
写真-1  落石防護土提・溝 
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落下方向を土堤で転向・誘導する。③補強土などを用

いた急勾配の土堤により、落石の衝突による土堤自体

の変形により落石エネルギーを吸収・消散させる。 
①、②については、落石対策便覧の初版である昭和

58 年版 3)から概ね同様の文章で表現されており、最新

の平成 29 年版では③の補強土などを用いた防護土提

に関する記述が追加されている。また、平成 12 年版 4)

には各落石防護施設で対応可能な設計落石エネルギー

が図示されており、落石防護土堤の設計落石エネル

ギーは 300～3,000kJ程度とされていた。しかしながら、

性能設計の枠組みが導入された平成 29 年版の便覧で

は同図が削除されており、現在のところ、落石防護土

堤が対応可能な落石エネルギーは、算定方法を含めて

明示されていない状況である。 
また、落石対策便覧における落石防護土提・溝の形

状の決め方は、落石の衝撃荷重に対する耐力および落

石のかけ上り、飛越しに対する安全性に対して検討を

行うとともに、土提としての安定性や、必要に応じて

のり面浸食等に対して検討を行う必要があるとされて

いる。ただし、これらの具体的な照査手法は明示され

ておらず、平成 12 年版からは、昭和 58 年版の資料編

にて落石が道路に到達する量の判定に用いられていた

Ritchie の落石防止溝（平成 12 年版からは落石防護溝

に改名）の寸法表 5)が、研究例として掲載されている

のみである。なお、同表は、溝形状に対する実験結果

を基に斜面勾配、斜面高、溝の幅、溝の深さが整理さ

れたものである。また、平成 29 年版では、斜面高が高

い場合等においては、落石シミュレーション等により

検証することがよいとされている。 
既設の落石防護土提・溝の設計の実態を確認するた

めに、国土交通省北海道開発局が発注した落石防護施

設の設計業務の成果図書等を収集したところ、一般的

な土質材料を使用した落石防護土提・溝の設計は、前

述の落石防護溝の寸法表を参考に形状が決定されてい

る場合と、質点系の落石シミュレーションによって落

石が土提を飛び越えないことを検証する場合に大別さ

れることを確認した。一方、近年、開発された補強土

を用いた土質系落石防護施設については、適用可能な

落石エネルギーの範囲は 5,000kJ 程度とされるものも

あり、各メーカーから実験をもとにした具体的な設計

法が提案されている。例えば、落石荷重を等価な静的

荷重に置き換えて、土塊によるすべり抵抗力からすべ

り安全率を算出し、すべり安全率の許容値を満足する

かどうかで安全性を照査する手法や、落石エネルギー

および落石荷重に実験結果から得られた各種係数を乗

じて最大変位量を算出し、許容変位量を満足するかど

うかで安全性を照査する手法である。 
以上のように、道路分野における土質系落石防護施

設の設計においては、落石エネルギーを吸収・消散さ

せるという設計の考え方は示されつつも、それらを具

体的に照査する性能設計には至っていないことがわか

る。これは、鉄道分野の落石防護土提・溝の設計にお

いても同様であった 6)。現場発生土等の一般的な土質

材料を使用した落石防護土提・溝については、その汎

用性や経済的貢献も期待されることから、早急に性能

設計を確立することが望ましい。そのためには、実験

等によって基本的な性能検証を行うとともに、その性

能を照査する技術を確立する必要がある。 
 
3.  落石防護土提・溝の基本性能検証 
一般的な土質材料で構成される落石防護土提・溝の

基本性能を検証することを目的に、小型模型を用いた

静的載荷実験と重錘衝突実験、実斜面を活用した実規

模模型による重錘衝突実験を実施した。また、数値解

析を活用した性能照査技術の確立に向けて、これらの

実験結果の一部に対して個別要素法による再現解析を

実施している。本章では、これらの実験結果および再

現解析結果の一部を概説する。 
3.1 小型模型による実験的検証 
3.1.1 静的載荷実験による性能検証 7) 
(1)  実験概要 
実験ケース一覧を表-1に示す。土質材料等の違いが

土提の破壊性状等に及ぼす影響等を確認するために、

構成材料は、砂、粘性土、砕石の 3 種類とし、その他

に土提勾配や載荷治具先端に取り付けた重錘形状を変

化させた。なお、重錘形状は、後述の重錘衝突実験と

同形状としている。試験体の一例として、法面勾配

1:1.5 のケースの概要図を図-1に示す。試験体は、実物

 

表-1  静的載荷実験の実験ケース一覧 
 ケース 構成材料 法面勾配 重錘形状 

(a) S1.5-S 砂 1：1.5 球体 
(b) S1.0-S 砂 1：1.0 球体 
(c) S1.5-P 砂 1：1.5 多面体 
(d) C1.5-S 粘性土 1：1.5 球体 
(e) G1.5-S 砕石 1：1.5 球体 

 

 
（単位：mm） 

図-1  小型模型概要図（法面勾配1:1.5の場合） 
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大の 1/5～1/4 の大きさを想定した小型模型とした。断

面形状は、高さは 0.5m、天端幅 0.25m、底面幅 1.75m
（法面勾配 1:1.5）または 1.25m（法面勾配 1:1.0）の左

右対称の台形状とした。なお、土堤は、深さ 0.9m の支

持基層上に設置している。試験体の成形は、支持基層

を厚さ 0.3m 毎に、土堤を厚さ 0.25m 毎に敷均し、振動

締固め機による締固めを行った。載荷は、油圧ジャッ

キによる水平載荷とし、載荷位置は、土堤の半分の高

さ（0.25m）とした。 
(2)  実験結果 
載荷終了時の載荷面および背面の状況を図-2 に示

す。なお、図中の白色実線はひび割れをトレースして

おり、背面の破線は押抜き土塊の範囲を示している。

いずれのケースにおいても、重錘は土提に貫入してお

り、載荷面および土提天端にはひび割れが発生してい

る。また、破壊性状としては、粘性土を用いた C1.5-S
では明確な押抜き土塊が認められなかったものの、そ

れ以外のケースでは押抜き破壊の様相を呈している。 
砂で構成された S1.5-S、S1.0-S、S1.5-P を比較する

と、法面勾配が小さい S1.0-S では、押抜き土塊の範囲

が大きくなった。これは、法面に対して垂直成分の分

力が大きくなるとともに、底面幅が小さいことに起因

していると考えられる。粘性土で構成された C1.5-S で

は、砂を使用したケースに比べてひび割れが少ないも

のの、天端の盛り上がりは大きくなっている。粘性土

の粘着力が砂に比較して大きいため、押抜き破壊に対

する抵抗力が大きくなったと推察される。砕石で構成

された G1.5-S では、他のケースと比較すると、ひび割

れ本数が少ないが 1 本のひび割れ幅が大きくなる傾向

が認められた。 
載荷終了後に確認した載荷位置の断面変形を図-3

に示す。なお、変形図中の F1～4（載荷面）、C（中央

部）、R1～4（載荷面背面）は、土提の変形を判別しや

すくする目的で試験体成形時に混入した着色砂の位置

である。また、断面写真には、せん断面からから予想

した想定すべり線を付記している。構成材料に砂を使

用した S1.5-S、S1.0-S、S1.5-P では、載荷位置の断面に

おいて着色砂のお椀型の変形やせん断面が認められた。

（単位：mm）

(a)載荷面                  (b)背面 

図-2  破壊性状 

 

（単位：mm）

 
(a)変形 

 
(b)せん断面 

図-3  載荷位置での断面変形 
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粘性土を使用した C1.5-S では、お椀型の変形が生じて

いるものの、せん断面は生じていなかった。一方、砕

石を使用した G1.5-S では、お椀型の変形は認められな

いが、せん断面が生じていた。 
以上の実験結果より、静的な荷重作用下では、構成

材料や法面勾配等の違いによって、土提の破壊性状が

異なることが明らかになった。粘性土で構成された土

提は、砂で構成された土提と比べてせん断に対しては

高い抵抗性を有しており、砕石の場合には砂よりも変

形への抵抗性が高くなる傾向があることが示唆された。 
3.1.2 重錘衝突実験による性能検証 8)  
(1)  実験概要 
実験概要図を図-4に示す。実験は、質量 178kg の球

体を所定の高さから振り子運動によって試験体に衝突

させる重錘衝突実験とした。実験ケース一覧を表-2に

示す。なお、表中には実験時の重錘の捕捉状況も付記

している。試験体の構成材料は、砂、粘性土の 2 種類

とし、重錘の落下高さを変化させている。試験体は、

前述の静的載荷実験と同様に実物大の 1/5～1/4 の大き

さを想定した小型模型であり、法面勾配は 1:1.0 とし

ている。重錘直径は、0.318m であり、土提高さの 3/5
程度となっている。実験では、重錘の挙動を高速度カ

メラで撮影し、画像解析によって移動量等を算出した。 
(2)  実験結果 
表-2に示すように、砂で構成される試験体では、落

下高さ 6m のケースで重錘が土提を通過していること

に対して、粘性土で構成される試験体では、落下高さ

7m のケースでも重錘は補足されている。なお、本研究

では重錘の重心が土提背面の法肩の延長線上を越えた

ケースを通過とした。粘性土は、砂よりも粘着力が大

きいため、土粒子が移動しにくく変形に対する抵抗が

大きくなり、捕捉性能が高くなったと推察される。 
重錘衝突時の衝突面の状況を写真-2に、重錘の軌跡

図を図-5に示す。砂で構成された土提では、重錘の衝

突高さの表層部あるいは土提内部で重錘が捕捉された。

一方、粘性土で構成された土提の場合、C-H0.55 では

重錘が表層にて停止し、C-H6、C-H7 では重錘が土提

に貫入して、重錘が土提天端方向へ移動する挙動が確

認された。土質材料が異なると衝突後の落石の挙動も

異なることが確認された。 
小型模型を用いた重錘衝突実験の結果、土質材料の

違いは、土提の破壊性状だけではなく、捕捉できる落

石エネルギーにも影響を及ぼすことが明らかになった。

なお、重錘質量の違いによる捕捉性能への影響につい

ても、別途、検証実験 9)を行っており、その結果、運動

 
図-4  重錘衝突実験の概要図 

 

表-2  重錘衝突実験の実験ケース一覧 

ケース 構成 
材料 

落下 
高さ 
(m) 

実測 
速度 
(m/s) 

換算 
ｴﾈﾙｷﾞｰ 

(kJ) 

実験 
結果 

S-H0.55 
砂 

0.55  3.55  1.12 捕捉 
S-H1.82 1.82  6.28  3.51 捕捉 

S-H6 6.00 11.15 11.06 通過 
C-H0.55 

粘性土 
0.55  3.12  0.87 捕捉 

C-H6 6.00 11.25 11.26 捕捉 
C-H7 7.00 12.77 14.50 捕捉 

 

 
写真-2  重錘衝突時の状況 

 

 
図-5  重錘の軌跡図 
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量あるいは衝突エネルギーが同程度の場合、重錘質量

が大きいと重錘が貫入してかけ上がりが防止されるこ

と、運動量が同程度の場合には重錘質量の違いによっ

て破壊性状が異なること等を確認している。 
3.2 実斜面を用いた実規模実験による性能検証 
3.2.1 落石防護溝の緩衝層の性能検証 10) 
(1)  実験概要 
実験は、写真-3に示すように、実斜面上を落体が落

下して溝部を想定した平面に衝突する斜入射実験とし

た。実験ケース一覧を表-3に示す。落体は、EOTA 型

の多面体形状で、0.25t と 1.6t の 2 種類の重錘とした。

実験で使用した実斜面は、高さが約 30m で、勾配が約

50°である。被衝突体となる平面は、敷砂緩衝層とコ

ンクリートの 2 種類とし、厚さ 0.9m、幅 5.0m とした。

実験中の落体の挙動を高速度カメラによって撮影し、

画像解析によって落体の移動量等を算出した。 
(2)  実験結果 
落体重心の軌跡図を図-6に示す。落体の衝突点を原

点とし、緩衝層に衝突させたケースを実線で、コンク

リートに衝突させたケースを破線で示しており、最大

跳躍点にはマーカーをプロットしている。なお、緩衝

層に衝突させた S-0.25-1 では、衝突後に落体が緩衝層

に埋没し、貫入中のデータを取得できなかったため、

データの一部が欠測となっている。緩衝層に衝突させ

たケースでは、落体は緩衝層に貫入した後に跳躍して

おり、コンクリートに直接衝突したケースでは、コン

クリートへの貫入は確認されなかった。また、最大跳

躍点は、コンクリートに衝突させたケースの方が緩衝

層に衝突するケースよりも大きくなっている。なお、

落体が直接コンクリートに衝突した C-0.25-2 では、衝

突後に落体が破損し、その破片が広範囲に飛散してい

る。これらのことから、溝部に砂等による緩衝層を設

けることによって、落体の跳躍高を抑制するだけでな

く、条件によっては、緩衝層上で落体を補足できる可

能性が示唆された。また、溝部の緩衝層が固い場合に

は、落体が破損することによって、落石被害の影響範

囲が大きくなる可能性もあることが明らかになった。 
落体の運動エネルギーの時刻歴波形を図-7 に示す。

なお、落体が衝突した時刻を 0ms とし、緩衝層に衝突

させたケースを実線で、コンクリートに衝突させた

ケースを破線で示している。また、緩衝層への貫入に

よって落体の挙動を計測できなかった S-0.25-1 と、落

体が破損した C-0.25-2 のケースでは同図より除外して

いる。緩衝層へ衝突するケースでは、衝突後に緩やか

に運動エネルギーが減少している。一方、コンクリー

トに直接衝突するケースでは、衝突直後に急激にエネ

ルギーが低下し、その後のエネルギーの減衰は認めら

れなかった。実験後の落体衝突平面の様子を観察した

ところ、敷砂緩衝層には約 3.0m×1.5m の衝突痕が生

  
(a)斜面全景           (b)EOTA型重錘 1.6t 

写真-3  緩衝層の性能検証実験の全景 

 

表-3  緩衝層の性能検証実験の実験ケース一覧 

ケース 落体質量 
(t) 被衝突体 緩衝層厚 

(m) 
S-0.25-1 0.25 

敷砂緩衝層 0.9 S-1.6-1 1.60 S-1.6-2 
C-0.25-1 0.25 

コンクリート - C-0.25-2 
C-1.6-1 1.60 

 

図-6  落体重心の軌跡図 

 

 
図-7  エネルギーの時刻歴波形 
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じており、コンクリートには局所的な破壊が生じてい

ることを確認している。このことから、緩衝層へ衝突

させたケースでは、落体と緩衝層との接触面積が大き

くなり、接触している間に摩擦や貫入抵抗によってエ

ネルギーが減衰し、コンクリートに直接衝突させた

ケースでは、局所的な破壊によって、短時間でエネル

ギーが減衰したものと推察される。 
実斜面を活用した斜入射実験による溝の性能検証の

結果、溝における緩衝層の有無によって、落石の軌跡

が変化しうることを確認した。このため、落石防護土

提・溝の性能を照査する上では、溝の緩衝効果も適切

に考慮する必要があると考えらえる。 
3.2.2 落石防護土提・溝の性能検証 
(1)  実験概要 
実験概要図を図-8に、斜面全景および重錘を写真-4

に示す。本実験では、最大高さ 30m、勾配 50°の斜面

を用いて、質量 2.5t の EOTA 型重錘を落下させ、土堤

に衝突させた。実験ケースは、落下高さを 15～30m の

間で調整した全 6 ケースである（表-4）。土提の構成材

料には、現地発生土である粗石混じり細粒分混じり砂

質礫を使用した。試験体寸法は、図-8の実験概要図に

示すとおりであり，土堤の落石捕捉性能を向上させる

ために溝部（ポケット部）に厚さ 0.6m の敷砂による緩

衝層を設置している。実験中の落体の挙動を高速度カ

メラによって撮影し、画像解析によって落体の移動量

等を算出した。 
(2)  実験結果 
落体重心の軌跡図を図-9に示す。軌跡図は、斜面法

尻を原点としており、斜面・溝部・土堤の形状を実線

で、重錘半径分のオフセットラインを破線で示してい

る。また、各ケースにおける水平方向の最大到達地点

にマーカーをプロットしている。なお、H30-1 では土

堤衝突後に砂の飛散により落体が完全に隠れてしまっ

たため、画像解析で認識できる算出可能な地点までの

軌跡を示している。 
本実験では、全てのケースで土堤が落体を捕捉する

結果となった。H15-2、H20-1、H25-1 では、落体が溝

部に衝突した後、溝部から跳躍して緩衝層を脱出する

段階で土堤に衝突した。その後、落体は土堤をかけ上

がったものの、土提を乗り越えてはいない。H15-1、
H29-1 では、落体が溝部への貫入中に土堤に衝突して

おり、土堤への貫入後に、土堤法面上を再び跳躍する

ことで土堤から離れ、再度土堤に衝突して捕捉されて

いる。なお、再衝突する際には、落体は法面に対して

ほぼ垂直に衝突しており、再衝突後に土堤をかけ上が

 
図-8  実規模土提の重錘衝突実験の概要図 

 

 
(a)斜面全景               (b)EOTA型重錘 

写真-4  実規模土提の重錘衝突実験の全景 

 

表-4 実験ケース一覧 

ケース 
落下 
高さ 
(m) 

位置 
ｴﾈﾙｷﾞｰ 

(kJ) 

衝突角

度 
(°) 

衝突 
速度 
(m/s) 

結果 

H15-1 15 367.5 54.2  9.92 捕捉 
H15-2 15 367.5  2.1  4.17 捕捉 
H20-1 20 490.0  4.2  5.33 捕捉 
H25-1 25 612.5 18.8  8.19 捕捉 
H29-1 29 710.5 39.4  9.99 捕捉 
H30-1 30 735.0 67.2 17.19 捕捉 

 

 
(a)落下高さ15m～20m 

 
(b)落下高さ25m～30m 

図-9  落体重心の軌跡図 

 

 



7 

る挙動は認められなかった。H30-1 では、斜面上で落

体が大きく跳躍し、溝部に衝突せずに直接土堤に衝突

した。土堤衝突後は、他のケースと比較して大きく土

堤に貫入し、法面上で跳躍した後に停止している。 
斜面での落体の挙動の違いによって、溝部での緩衝

効果や土提表層でのかけ上り挙動等に差異があっても、

本実験における落石防護土提・溝の材料と形状の組合

せによって 700kJ 程度までのエネルギーを有する落石

を補足できることが明らかになった。なお、この数値

は落石防護土提・溝の限界状態としての吸収エネル

ギーの上限値を示すものではない。一方、別途実施し

た緩衝層を設けない実規模土提実験 11)においては、重

錘が土提をかけ上がって土提を乗り越えるような挙動

を示すケースも確認されている。今後、落石防護土提・

溝の限界状態を明確にすることとともに、落石の入射

角度や回転速度などの落石条件の違いによる土堤の落

石捕捉性能の違いに関する検討を引き続き行う必要が

あると考えられる。 
3.3 破壊挙動の再現解析の課題整理 
3.3.1 数値解析手法の概要 
落石対策便覧に示される性能照査方法のひとつとし

て実験による性能検証が定められている。ただし、落

石防護施設の設置条件が多様であることから、検証実

験とは異なる条件における性能検討にあたっては、部

分的な実験や数値解析的手法等を用いて補完すること

も認められている。現在、具体的な数値解析的手法は

規定されていないものの、将来的には、数値解析によ

る性能照査技術の確立が期待される。ここでは、実験

結果に対する再現解析の結果の一部を示すとともに、

解析精度向上に向けた今後の課題を示す。 
実験結果の再現解析においては 2 次元の個別要素法

（Distinct Element Method）を採用し、粒状性の堆積層

内の落石による衝撃力伝達挙動の再現実績のある解析

モデル 12)を用いた。再現対象は、法面勾配 1：1.5 の小

型模型に直径 318mm、質量 54kg の球体重錘を振り子

運動で衝突させる重錘衝突実験とし、解析ケースは落

下高さ 1m、2m、3m、6m の 4 ケースとした。解析モデ

ルや再現対象とした実験の詳細については、参考文献

13)を参照されたい。 
3.3.2 解析結果と課題の整理 
実験と数値解析における全運動エネルギーの時刻歴

波形を図-10 に示す。なお、全運動エネルギーは、落

体の重心速度から算出した運動エネルギーと回転エネ

ルギーの和である。実験で計測された全運動エネル

ギーは、落下高さによらず、衝突直後に急激に減少し、

その後、緩やかに減少している。数値解析においても

同様の傾向が認められ、個別要素法によって土提のエ

ネルギー吸収性能を精度よく再現できる可能性を確認

できた。次に、実験と数値解析における落体衝突後の

土提断面の状況を図-11 に示す。なお、各図の左側が

衝突面、右側が背面である。写真には、土提成形時に

混入した着色砂の様子から想定したすべり面をトレー

スしている。解析結果の断面では、種々の色の粒子が

存在しており、ボンド結合でつながっている破片が同

色となっている。すなわち、色の種類が多いほどボン

ド要素がより破断していることを示している。落下高

さが低い 1m のケースでは、変状の範囲や程度が概ね

一致しているものの、落下高さが大きくなるほど、実

験と比較して数値解析では変状が大きくなる傾向を示

した。落下高さの高いケースでは、重錘の影響範囲が

大きくなり、側面抵抗のない 2 次元解析と側面抵抗の

 
図-10  全運動エネルギーの時刻歴波形 

 

図-11  重錘衝突後の断面形状 
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ある実験（実現象）に差異が生じたものと考えられる。 
本研究の範囲においては、個別要素法の既存の解析

モデルを準用することで、落石の吸収エネルギーを定

量的に推定できる可能性が確認できた。しかしながら、

落体による外力が大きくなるほど変形性状に差異が生

じる結果となった。数値解析の精度を高めるためには、

落石防護土提・溝の解析パラメータの最適化に関する

検討を継続しつつ、2 次元モデルに側面抵抗を適切に

反映させる手法、3 次元へのモデル拡張等を行うこと

等が求められる。 
 
4.  まとめ 
本研究では、土質系落石防護施設の性能設計の確立

に向けた基礎的研究として、既往の設計法の考え方等

の整理、落石防護土提・溝の基本性能に関する実験的

検証、個別要素法による模型実験の再現解析を実施し

た。本研究で得られた成果を以下にまとめる。 
1) 現在の土質系落石防護施設の設計においては、落石

エネルギーを吸収・消散させるという設計の考え方

は示されつつも、それらを具体的に照査する性能設

計には至っていない。現場発生土等を使用した落石

防護土提・溝は、経済的貢献も期待されるため、早

急に性能設計を確立することが望ましい。 
2) 小型模型を活用した静的載荷・重錘衝突実験の結果、

構成材料や法面勾配等の違いよって吸収エネルギー

や破壊性状が変化し、落石の捕捉性能に影響するこ

とを示した。 
3) 実斜面を利用した実規模大の落石防護土提・溝の重

錘衝突実験の結果、溝の緩衝性能が土提の落石補足

性能に影響を及ぼすこと確認するとともに、本実験

における落石防護土提・溝の材料と形状の組合せに

よって 700kJ 程度までのエネルギーを有する落石を

補足できることを明らかにした。 
4) 個別要素法の既存の解析モデルを準用することで、

落石の吸収エネルギーを定量的に推定できる可能性

を確認した。ただし、既存モデルでは落体による外

力が大きくなるほど変形性状に差異が生じる結果と

なった。 
 
本研究では、実験的検討によって落石防護土提・溝

の基本性能の一部を明らかにしている。性能設計の確

立に向けては、実規模実験時に観測された落石のかけ

上がり挙動が生じる条件など、引き続き検証が必要な

事項も確認できた。特に、落石の入射角度や回転速度

などの落石挙動の違いは、土堤の落石捕捉性能に大き

く影響を及ぼす可能性がある。また、数値解析では、

ケースによっては落石衝突時の土堤の変形性状等を正

確に再現できておらず、性能設計における性能照査に

数値解析を用いるためには、より高い精度での土堤の

変形性状の再現が必要となる。これらの課題について

は後継の研究で引き続き検討を行う。 
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